　 　　　　　　　　滋賀県労連・滋賀一般労組規約

    第１章　　　総　　則

（名称および事務所）

第　１条　この組合は、滋賀県労連・滋賀一般労働組合（以下｛組合｝という。）といい、事務所を滋賀県労働組合総連合事務所内（大津市梅林１丁目３－３０）におく。

（目　的）

第　２条　組合は、組合員の団結によって組合員の労働条件の維持改善、生活の安定および資質の向上を図り、ひいては平和な社会の実現に寄与することを目的とする。

（事　業）

第　３条　組合は、前条の目的を達成するために、次の各号に掲げる事業を行う。

　（１）組合員の労働条件の維持改善と生活条件の維持改善に関すること。

　（２）組合員およびその家族の共済ならびに福利厚生に関すること。

　（３）組合員の資質の向上に関すること。

　（４）友誼団体との連携協力に関すること。

　（５）その他組合の目的達成に必要な事項。

    第２章　　　組　合　員

（構　成）

第　４条　この組合員は職場・職種にかかわりなく、県内にはたらく労働者であれば誰でも加入することができる。失業者も加入することができる。
    ２  この組合は原則として、組合員個人による直接加入とする。

（加入・脱退）

第　５条　組合に加入または脱退しょうとする者は、文書により、支部長まで届け出なければならない。

（権利義務）

第　６条　この組合のすべての組合員は平等に次の権利義務をもつ。

　　２　組合のすべての活動に参加し、または活動によって獲得した利益を受けること。　

    ３　組合のすべての問題に意見を述べかつ決議に参加すること。

　　４　役員に選挙されこれに就任することおよび役員を選挙すること。

　　５　組合員および定められた諸費を完納し、その使途について報告および監査を求めること。

　　６　組合機関の決定を守ること。

　　６　正当な審問手続を経ないで除名権利停止の処分を受けないこと。

    第３章　　　機　　関

（機　関）

第　７条　組合に次の機関を置く。

　  （１）大　　会

    （２）執行委員会

（大　会）

第　８条　大会は、組合の最高議決機関であって、毎年１回支部長が召集する。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは臨時に召集しなければならない。

　　（１）組合員の３分の１以上の要求があったとき。

　　（２）執行委員会が必要と認めたとき。

（大会の構成）

第　９条　大会は、役員および組合員をもって構成する。

　　２　　大会は、組合員の３分の２以上の出席（委任状を含む）をもって成立し、大会の議長は組合員の中から選出する。

　　３　　大会の議事は、出席組合員の過半数をもって決定する。

（大会の議決事項）

第１０条  大会は、次の各号に掲げる事項を議決する。

　　（１）組合活動の基本方針

　　（２）予算および決算の承認

　　（３）上部団体または他の団体への加入、連合および脱退

    （４）その他特に重要な事項

（全員投票）

第１１条　ストライキ権の確立など大会の議決により全員投票によることとされた事項は、組合員全員の無記名投票により、その過半数の同意を得なければならない。

（執行委員会）

第１２条　執行委員会は、組合の執行機関であって、役員（会計監査を除く）をもって構成し、大会の議決を執行するとともに緊急事項を処理する。執行委員会の議長は、執行委員長が当たる。

    ２　執行委員会に書記局および専門部を設ける。

    ３　専門部に部長を置き、部員若干名を置くことができる。

    第４章　　　役　　員

（役　員）

第１３条　組合に、次の役員を置く。

      執行委員長　　　　　　１　名

　    副執行委員長　　　　　若干名

      書記長　　　　　　　　１　名

      会計　　　　　　　　　１　名

      執行委員　　　　　　　若干名

      会計監査         　　 １  名

    ２　必要と認めるときは、大会の承認を得て、役員として特別執行委員を置くことが出きる。

（役員の選出）

第１４条　役員は、組合員の中から、組合員の直接無記名投票により選出する。

　　２　　前項の役員選出に関する規定は、別に定める。

（役員の任期）

第１５条　役員の任期は１年とし、再選を妨げない。

　　２　　欠員補充または臨時選挙によって選任された役員の任期は、前任者の残任期間とする。

　　３　　前任者は、任期満了後であっても、後任者の決定をみるまで、その業務を執行　　する。

（役員の職務）

第１６条  執行委員長は、組合を代表し業務を統括する。副執行委員長は、支部長を補佐し事故あるときはその職務を代行する。書記長は、書記局を統括する。会計は、組合財政をつかさどる。執行委員は、業務の執行にあたる。会計監査は、会計事務を監査し、その結果を大会に報告する。特別執行委員は、執行委員会の業務に参画する。

    第５章　　　支部

（支部）

第１７条　組合に支部を置く。支部規約は原則として本規約に準じる。

　　２　　支部の廃置分合および組織運営規則は、執行委員会の議決を経て定める。

    ３　　支部は組合機関の決定事項を推進するとともに、職場要求の集約、組織化および交渉ならびに当該組織の強化、確立にあたる。

　　４　　支部の執行体制、運営事項などについては別に定める。

    第６章　　　会　　計

（収　入）

第１８条　組合の経費は、組合費、事業収入、寄付金その他の収入をもってあてる。

（会計の区分）

第１９条　組合会計は、一般会計および特別会計とする。

（会計年度）

第２０条　組合の会計年度は、毎年１２月１日より翌年１１月末までとする。

（組合費）

第２１条　組合費は、組合員１人につき月額５００円とする。ただし、闘争時には当該組組合員について闘争費５００円を別途徴収するものとする。また、臨時に必要があるときは、執行委員会及び大会の議決を経て全組合員を対象として、別に徴収することができる。

    ２　　１項の規定に関わらず組合員の事情に応じて減額措置など、執行委員会の議決によりすることができる。

（会計監査）

第２２条　執行委員長は、会計年度終了後直ちに決算書に証拠書類を添えて、会計監査の監査を受けなければならない。

２　　すべての会計報告は、組合員によって委嘱された職業的に資格がある会計監査人による正確であることの証明書をつけて、毎年、組合員に公表する。

    第７章　　　解　　散

（解　散）

第２３条  この組合の解散は第８条の規定にかかわらず、全組合員の４分の３以上の賛成を得なければならない。

                付　　則

第２４条　この規約は大会出席組合員の３分の２以上の同意がなければ改正できない。

第２５条　附則　本規約は、2000年10月1日より施行する。

　　　　　　　　　　　　　2008年3月15日改正
